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1　はじめに
　最近，セグメント情報が注目され，話題にのぼることが多くなってきた。
社会的要請として，セグメント別会計情報が1991年3月決算会社から開示さ
れることになったことが大きく影響している。元来．セグメント別の会計情
報については，内部管理目的として管理会計の主要研究課題として論じられ，
企業実践においても積極的に利用されてきている。そこで，内部管理目的の
セグメント別会計情報も外部報告目的をも考慮して，統合的な会計情報シス
テムとして測定できるように今までの方法を見直し，新しいセグメンテーショ
ン，セグメント別管理手法を再構築しなければならない時期が到来した。
　セグメント別管理・報告の先進国，アメリカ合衆国においては，1960年代
に，企業規模の拡大や経営活動の多角化が顕著となり，更に子会社，関係会
社が増大し，異業種を統合するコングロマリット（conglomerate）も出現し
てきた。いくつかの産業を営む企業形態が形成され，企業全体の管理・報告
だけでは不十分となり，そこでセグメント別に細分化して管理・報告するこ
とが必要となった。
　日本企業においても異業種へ積極的に参入することによって，ある特定の
産業に区分することが難しくなってきている事例が増加している。例えば，
旭化成工業は，繊維産業であろうか，化学産業であろうか，建築産業であろ
うか。どれも正解であり，むしろ特定の産業に区分すること自体が無理なの
である。企業規模の拡大等に応じて，このように，複合的・総合的産業企業
が急増している。そこで，企業全体に対する内訳区分としてのセグメント別
の管理・報告の必要性が益々認識されてきた。
　企業の多角化，国際化により，企業全体の戦略と同様に，その構成部分と
してのセグメント別の戦略がより実践的に重要1生を益してきている。現実的
には多様なセグメントが考えられ非常に複雑難解であるが，基本的な理解を
得ることを第一目的としてセグメント別管理の基本構想を検討しよう。
　戦略経営のより一層の進展は，経営戦略を中心とした新しいセグメント別
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管理手法を考慮せざるをえない状況を生み出している。経営戦略・計画・予
算が完全に一体化され，一連の連鎖による相互作用に注目する戦略・計画・
予算システム（Strategy　Plan　Budget　System：S　P　Bシステム）構築へと発
展する可能性があろう1）。本稿では，主に企業セグメントに基づくS　P　Bシ
ステムに関して論究する。
　セグメント別情報の制度化を根本的な影響要因としてある程度は論述する
が，主たる関心は内部管理目的の立場から，セグメント別管理問題について
考察することにある。
皿　企業セグメント別情報
1　セグメント情報開示の制度化と今後の課題
　大蔵省証券局は，1985年11月から，「ディスクロージャー制度研究会」を
発足させ，企業内容開示の充実について検討を開始した。その一貫として，
セグメント情報の開示が検討され，1986年10月，企業会計審議会中問報告に
おいて，セグメント情報の充実が指摘された。審議結果を踏まえて，アンケー
ト調査を実施し，1988年5月に最終的な意見書として公表した。こうして日
本においても，1990年4月1日以降開始事業年度からセグメント情報の開示
が義務づけられた2）。このようにして，我が国企業の経営の多角化，国際化
等の傾向を反映し，しかも会計基準の国際的調和化の観点から，セグメント
情報開示の制度化がようやく達成されたのである。
　最初に，全体の情報とセグメント別情報の関連について検討してみよう。
全体の情報も個別と連結とが考えられるので，それぞれのセグメント別情報
が必要となろう。第一に，個別企業を各セグメント別に分割することが考え
られる。個別企業が多方面の事業を行っている場合に，主な事業分野別のセ
グメントを独立的単位として，個別全体情報に対するその内訳としての個別
セグメント別情報を作成するのである。
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　　　　　　　　図表1　セグメント情報制度化の歩み
1986年10月31日　企業会計審議会第一部会
　　　　　　「証券取引法に基づくディスクロージャー制度における財務諸表の充
　　　　　　実について」（セグメント情報の充実）公表
1987年11月15日　企業会計審議会第一部会
　　　　　　「セグメント情報に関するアンケート調査結果について」公表
1988年5月26日　企業会計審議会第一部会
　　　　　　「セグメント情報の開示に関する意見書」公表
1988年9月20日　大蔵省令
　　　　　　「企業内容等の開示に関する省令」の第10条第2項公表
　　　　　　証券局長通達「証券取引法におけるセグメント情報の開示について」
　　　　　　公表（1992年7月20日付で「企業内容等の開示に関する取扱通達」B．
　　　　　　個別通達　1セグメント情報の開示に関する取扱通達へ統合）
1989年11月7日　日本公認会計士協会
　　　　　　「セグメント情報の開示に関する会計手法について（中間報告）」公表
1990年4月1日以降開始事業年度からセグメント情報の開示を義務づけた
図表2　個別・連結とセグメント別との関連
個　別　全　体
分解！
個別セグメント別
連　結　全　体
↓分解
連結セグメント別
　第二に，企業グループとして全体を連結する場合にも，その内訳としての
セグメント別に分割することが考えられる。企業グループを通して多方面の
事業を行っている場合に用いられる。すなわち，連結情報を補足するものと
して連結セグメント別情報が利用される。以上の関連を図表2に示した。
　制度化された外部報告においては，連結情報の補足としての連結セグメン
ト別情報を開示することになっている。
　内部管理目的の観点からは，企業内外の多角化等の状況により，個別企業
セグメント別と企業グループセグメント別の両者が基本的な管理情報として
必要不可欠である。本稿では，主に企業グループのセグメント別S　P　Bシス
テムについて論点をあてる。
　次に，現行セグメント別開示基準の課題について簡単に触れよう3）。我が
国において初めて導入されたセグメント別情報開示の制度化であるから，今
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後改善すべき多くの事項が残されているのは当然かもしれない。そこで，将
来の改正のために主な課題を指摘しておきたい。
（1）　開示情報量の拡大
　企業側の強い反対にもかかわらず，セグメント別情報開示を制度化したの
であるから，現行の情報量でもやもえないかもしれないが，次のステップと
してより多くの情報の開示が望まれる4）。例えば次の事項が要求されている。
　・使用資産額　　　・設備投資額（資本的支出額〉　　・研究開発費
　・資金額　　　　　　・減価償却費　　　　　　　　　　　・従業員数
　・所在地別損益　　・本国以外の詳細区分
（2）　監査対象（質的充実）
　現在は監査対象となっていないが，情報の信頼性の担保及び有用性の確保
のためには，すなわちセグメント別情報の質的充実を図るには，ぜひとも監
査が実施されなければならないであろう。企業会計審議会意見書においても，
おおむね5年以内に検討することになっている。すみやかに改正されること
が望まれる。
2　セグメンテーションの方法
　企業全体をどのような構成部分に分けるかが，セグメンテーション
（segmentation）の問題である。広義に解せば，全体に対するその構成部分
ということになろうが，狭義に解せば，その構成部分の各種の観点からの独
立性，自主性，責任と権限が特に問題とされる。
　企業会計審議会意見書によれば，図表3のように，セグメント情報開示と
いう立場から，セグメント情報を分類している5）。
　セグメント情報の中心をなす事業の種類別として製品系列別を採用し，製
品系列は，製品（商品又は役務を含む。以下，同じ）の種類・性質，製造方
法，販売市場等の類似性に基づく6），同種・同系列の製品グループを意味し
ている。
　事業区分は，経営者の判断によって，本来決定されるべきものであるから，
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セグメント情報
　　　図表3　セグメント情報の種類
　　　　　　　事業の種類別｛撒　紛1硅、）（注，）
事業、舌動，，、青報瓢翻囎懲幣・
　　　　　　　市場別｛欝響・海外一）（泌）
事業単位別情報一・事業部，本・支店，子会社別等
（注1）　商品の販売又は役務（サービス）の提供を行っている会社における「事業の種
　　類別」区分については，「製品」を「商品」又は「役務」と読み替えるものとす
　　るQ
（注2）　「製品系列別」とは，製品の種類・性質，製造方法，販売市場等の類似性に基
　　づく同種・同系列の製品グループの別をいう。
（注3）　「子会社」とは，連結子会社をいう。
（注4）　「在外別」とは，在外子会社の所在地域の全部を，「在外地域別」とは，アジ
　　ア地域，北米地域，欧州地域等の在外子会社の所在地域別を，「在外国別」とは，
　　在外子会社の所在国別をいう。
（注5）　「海外向け」は，親会社及び国内子会社による輸出を含む。
開示に当たっては，事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称等
を明らかにすることが求められている。
　「事業の種類別」という用語は拡大解釈が可能であり，多少不明瞭である。
具体的に製品種類別（産業種類別）と明確に表現した方がより適切であろう。
多分，製品種類別以外の区分ができる余地を残しているのであろうが，用語
上の疑問が残る。
　内部管理目的の場合には，各企業の実態管理にそくして各種各様な区分方
法が考えられる。特に，組織，製品，地域，職能，管理方法，法的実体等の
区分によってセグメンテーションは大きく影響されよう。最終的には戦略，
組織，計算区分等を中心とした連鎖として総合的に決定されると想像される。
そして，内部管理目的のセグメントを要約した形で外部報告に利用すること
が最も一般的であろう7）。
　内部管理目的のセグメンテーションにおいても，ある計画期間内は原則的
に固定させて考えることになる。長期的観点からの経営戦略が確立していれ
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ば，各セグメント区分は相当期問安定するであろう。しかしセグメンテーショ
ンは経営戦略の変更に応じて必然的に再編成が必要となる。事業再構築等の
重要な戦略の変更に応じては，当然セグメンテーションは大きく変わる8）。
この場合には，以前のセグメンテーションとの一連の関連が明確になるよう
にしておかなければならない。
　参考までに一般的に考えられているセグメンテーションの分類方法を図表
4に要約，整理する。
　　　　　　　　　図表4　セグメントの基本的な分類
　　（1）　製品別（又はサービス別）
　　　　1製品別　　　　　　2製品系列別　　　　　　　3業種別（産業別）
　　（2）地域別
　　　　1販売地域別　　　　2所在地別
　　（3）その他
　　　　1市場別　　　　　　2顧客別（得意先別）　　　3販売経路別
　　　　4法的実体別　　　　5職能別（機能別）
　セグメントを階層的に体系化させて，上位セグメントとその内訳の中位セ
グメント，そしてその内訳の下位セグメントに分類して用いる（例えば，事
業本部，事業部，部門と分ける）こともできる。セグメンテーションは一つ
とは限らず，むしろ必要に応じていくつかのセグメンテーションが同時に採
用され，各種の観点からの区分が可能なように，より柔軟に構築すべきであ
る。上位レベルではあるセグメント分類を中心に区分し，その中位・下位レ
ベルとしては他のセグメント分類を採用することもできる。このように非常
に多様なセグメンテーションが可能であり，現実的にもかなり多種多様な分
類方法が採用されている。それでも製品別と地域別そして機能別とが最も一
般的な区分方法の基礎となろう。
　京セラは，企業集団の状況を製品別，地域別，職能別そして会社別の関連
として図表5のようにマトリックス上に示しているので参照したい。
　セグメンテーションを決定するには，貢任と権限の範囲が特に重要な問題
となる。そこで，貢任会計と関連させて，セグメンテーションを考えてみよ
う。管理（業績）責任単位は責任内容の範囲に従って次のような責任単位
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図表5　京セラの企業集団の状況
??????????????????????（???????）
製　　　品
事　　　　　業　　　　　内　　　　　容
セラミノク関連製品 電子機器 光学精密機器 その他
製品
KEK（販売） 事務所賃貸 KRD
（不動産賃貸）
DDI
（通イ，言サービス）
NBD
（レジャー産業）
KIC
牒険・旅行代理勲
??ELCO（製造販売）事務所賃貸
製　　　品
原　材　料
KOP（製造販売）製　　　品
製品・原材料 KAI（製造販売）
KECI（製造販売）
矢親難鵬製品
KICC（販売）
KEI（販売）
KH
（統括会社）
??製　　　品
製　　　品 ←
製　　　品
　　　　　　　　　製品
ELCO（製造販売）一 製品
製　　　品 1ど1翻］
製　　　品 製品
KMF（製造）
　畢製品翻鰯KEU（販売）
KEG
（統括会社）
??半製品・原材料
［難勲売，製品
製品ELCO（製造販売）ぐ一一一
製　　　品
製　　　品
　　　　　　製
　　　　　　品
灘齢
製　　　品
「
製品 ??AVX（製造販売）
鰍懸最売）製品
KEA（販売）
????
UOI
YHK（販売）
PIAZZA
（不動産賃貸〉
KAL
（統括会社）
?????
製　　　品
　　　　　　　　　　製品ELCO（製造販売）一 事務所賃貸
工場賃貸
（製造販売）
半製品・原材料
製　　　品
原　材　料 綴癬；樗雛 原材料 ??
原　材　料 YBI（製造販売）騨
壷製品　製品
YDB（販売）
??
製　　　品
（注）セラミック関連製品とはファインセラミンク部品，半導体部品　電子部品及び切削工具・宝飾品・バイオセラム
　　　ソーラーシステム・セラミック応用品並びにその他を総称しています。
〔出所〕1992年3月度　有価証券報告書
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（Responsibility　Centers）に分類されよう。
（1〉
（2）
（3）
（4）
（5）
収益（売上）責任単位（Revenue，Sales　Center）
原価（費用）責任単位（Cost，Expense　Center）
利益貢任単位（Profit　Center）
投資責任単位（Investment　Center）
戦略責任単位（Strategy　Center）
　収益責任単位は，販売部門の収益（売上）を中心に考える組織単位である。
当該原価，費用に関しても責任が完全に与えられると，利益責任単位となる。
　原価責任単位は，製造原価，販売費及び一般管理費等の原価（費用）だけ
が発生し，外部からの収益が実現しない組織単位である。一般に工場，資材
・購買部門が原価責任単位の典型例である。
　利益責任単位は，収益と費用の両方の貢任を有しているから，両者の差額
である利益について最終責任を負うことになる。
　投資責任単位は，資本投資の決定に関する責任をも有している組織単位で
ある。従って，資本利益率を用いる業績評価が可能となる。
　戦略責任単位とは，新しい概念であり，S　P　Bシステムを貫徹するために，
創造された責任単位である。戦略決定・遂行に関する権限が与えられること
によって，戦略に関する完全な責任を負うことができる。基本的な戦略事業
単位では，戦略を含めて広範囲の責任が課せられている。従って，戦略達成
度による業績評価が可能となる。これによって完全な意思決定，管理責任を
課すことができる。すなわち，分権化に基づく権限委譲が完全に達成される。
　一般的に上位セグメントはより広範囲の責任が課せられ，下位セグメント
では，より限定された責任が課せられることになる。現実的には，各セグメ
ントがどの範囲までの責任が課せられているかを明確にして置くことが最も
重要である。
3　営業費用の配分方法
　日本公認会計士協会の報告は，営業費用の配分に関する一般的ルールを公
表した9）。これによれば，営業費用を各セグメントに直課できるものと直課
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できないものとに区別している。直課できる営業費用とは，各セグメントご
とに直接把握できるもので，売上原価及び販売直接費等が該当する。直課で
きない営業費用とは，各セグメントに共通する費用であって，販売問接費及
び一般管理費が該当する。これらの費用は，合理的な配賦基準によって各セ
グメントに配賦される。配賦しなかった場合には，配賦不能営業費用として
開示し，その主な内容を明らかにしなければならないことになっている。
　直課できない営業費用には，合理的な配賦基準が比較的容易に見いだせる
ものと見いだしにくいものがある。合理的な配賦基準が比較的容易に見いだ
せるものとしては，販売間接部門の人件費，賃借料，固定資産税，保険料，
修繕費，減価償却費，光熱費等である。
　一般的に，合理的な配賦基準が見いだしにくい営業費用の例としては，コ
ンピューター処理費用，複数のセグメントに関連する広告宣伝費，販売部門
担当の役員の報酬等である。これらの費用についても，各企業の実情に応じ
て配賦基準が決定される。
　全社的一般経費（本社費用）は，各セグメントの受ける便益の程度が直接
把握できないものであるが，各企業の判断によって配賦するかどうかを決め
なければならない。我が国では，コスト意識を徹底させる等のために，全額
配賦している企業が多いが，アメリカの財務会計基準書（S　F　A　S）第14号
「企業のセグメント別財務報告」では，配賦すべきでないという考え方が採
られている10）。
　　　　　　　　　　図表6　営業費用の配分と分類
営　業費　用
直課
　　NO
配賦可能
YES 直課営業費用
NO
YES　　　配賦（可能）営業費用
配賦不能営業費用
???????????????
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　配賦基準の合理性をどのように判断するかという課題と，合理性がないの
にあえて配賦する場合にはどのように行うのかという課題が残されている。
　我が国のセグメント開示基準では，配賦不能営業費用を除く営業費用の合
計額の記載だけであるが，これを直課営業費用と配賦営業費用とに区分開示
ができれば，配賦額の割合が判明し，合理的な利用も可能となろう。
　本社部門費についても，西澤脩が主張する社内会社制を導入することによっ
て，各セグメントに直課可能となる。本社部門を業務代行部門（資材部，物
流部，電算室），現場サービス部門（中央研究所，財務部，広告部，不動産
部），全社管理部門（経理部，総務部，人事部）に区分し，業務代行部門と
現場サービス部門については社内会社として利益管理を行うと述べている11）。
全社管理部門についても拡大解釈して，社内会社的発想を適用する可能性も
あると思える12〉。すなわち，本社部門費については，できる限り各セグメン
トヘの直接的な把握を可能なように工夫することである13）。このように直課
できる費用の割合を増加させることによって，配賦問題の曖昧性を極力排除
することができる。
皿　企業セグメント別戦略・計画・予算
1　セグメント別戦略・計画・予算システム
　企業グルーブ全体のS　P　Bシステム14）は，その内訳要素としての各セグメ
ント別のS　P　Bシステムに分割される。そして，例えばAセグメントのS　P
Bシステムは，P社A部門のS　PBシステム，S1社A部門のS　P　Bシステ
ム，S2社のS　P　Bシステム（S2社はAセグメントだけしかない場合）に
分割される。このように体系化された形で，全体のS　P　Bシステムが各分割
のセグメント別S　P　Bシステムヘ，そして各セグメント別S　P　Bシステムは
その分割要素としての各下位レベルのS　PBシステムヘと分割，整合される。
上から下への一方通行的分割だけではなく，下から上への相互交流をも包含
する分割システムとして構築すべきであろう。必要に応じては，フィードバッ
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クループを何回も繰り返すことになる。
　各セグメントの立場を充分尊重するためには，一方的な押しつけではなく，
各セグメント自身が充分に納得しうるS　P　Bを築き上げていくことである。
人間，情報の交流を積極的に採り入れて，各セグメント間のコンフリクトを
緩和し，コンセンサスの形成を意識的に取り込むのである。しかし，企業グ
ループ全体のS　P　Bは各セグメントのS　P　Bより上位概念で優先され，実際
は各セグメントのS　P　Bの実行を通じて，企業グループ全体のS　P　Bの実行
が可能となることにも留意しなければならない。
　このようなプロセスは，ビジネススピードが重要視されてきている現代経
営においては，非常に時問のかかるものであると批判されるかもしれない。
しかしながら，意思決定，計画段階において時間がかかったとしても，この
プロセスを経ることによって，次の実施段階におけるビジネススピードをよ
り早めることが可能となり，総時間においては，決してビジネススピードを
無視していることにはつながらない。むしろ，コンセンサスプロセスを重視
することによって，その後の経営活動が円滑に実施され，結果的にはビジネ
ススピードを早めることにもなろう。
　　　　　図表7　企業グループ全体と各セグメント別のS　P　B関連
　　　　　　　　　　　　　企業グループ全体S　P　B
　　　　　　　　　　、／／／＼
　　　　　　　Aセグメント　　　Bセグメント　　　Cセグメント
　　　　　　　　SPB　　　　　　SPB　　　　　　SPB
　　　　　／⊥／￥、
　　　　團團圃
2　セグメント別戦略
企業グループ全体を一つの組織単位として総合的な経営戦略が策定される。
グループ全体としての立場から，目標達成に向けての方向が確定されるので
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図表8　企業グループ全体と各セグメント別のS　P　B編成プロセス
　　企業グループ全体　　　　　　　　　各セグメント
　　　　　　　　　1　提示　　　　　　　　一　　　　　　　　　2　提案　　　　　　　　一　 　　 　 　3 見直し　　　　　　　　一　　　　　　　　　4　指示　　　　　　　　一
S略戦
①
P画計
①
S算予
　1　提示
　2　提案
　3　見直し
　4　指示
　1　提示
　2　提案
　3　見直し
　4　指示
S略戦
①
P画計
①
S算予
ある。そして，企業グループ全体としての経営戦略は，各セグメントにブレー
クダウンされるので，各セグメントヘの分割配分の決定と，各セグメント間
の調和に重点が置かれる。企業グループ全体の観点から，各セグメント間の
経営戦略をできる限り同一ベクトルヘ整合させることが肝要である。
　企業グループ全体の経営戦略に従って，各セグメントは各自の固有の経営
戦略を策定する。各セグメント別の経営環境，特に競争会社の動向を考慮し，
各セグメント分野別の経営戦略を策定する15〉。各セグメント別経営戦略は，
企業グループ全体の経営戦略によってある程度は制約される以外はかなり自
由に策定できる。
　各セグメント別の経営戦略が策定されたら，全体としての調整，各セグメ
ント問の相互調整が行われる。問題がある場合には，各セグメントに見直し
を求め，完全な形で合意が得られるまで戦略調整がスパイラルに繰り返され
る16）。そして，合意された形での経営戦略が最終的に各セグメントに指示さ
れる。このように，企業全体の経営戦略とセグメント別の経営戦略との問に
一199一
紺野　　剛
は，基本的なフレームワークを根底から変えるような本質的な差異はないで
あろう。
　各セグメント別戦略が確定すると，各セグメントを構成している各部門
（事業部），各子会社等に更にブレークダウンされる。これは，各セグメン
ト別の経営戦略の分割と同様のプロセスで行われる。
3　セグメント別計画
　セグメント別戦略に基づいてセグメント別計画が策定される。企業グルー
プ全体の計画と各セグメント別の計画との関連性，編成プロセスは，セグメ
ント別戦略と同様の方法で考えられるので，図表8を参照すればある程度は
理解できるであろう。
　セグメント別計画は，セグメント別戦略よりもより具体的で，体系的な計
量化を試みる必要性がある。そこで，セグメント別計画の中心をなすもので
ある，セグメント別損益計画，セグメント別資金計画，セグメント別貸借対
照表計画を作成することになる。
　セグメント別損益計画を作成するための，損益計算の算定様式について簡
潔に検討してみよう。管理会計の著書，論文等によって，今まで各種の様式
が提案されているが17），基本的な様式に整理してみたい。．
　経営管理目的に役立つセグメント別損益情報を作成するためには，どのよ
うに費用を区分するかに大きく影響される。費用をより詳細に明確に区分で
きれば，それぞれに対応する各種利益概念が算定可能となる。特に，変動費
・固定費，管理可能費・管理不能費の区分ができるかどうかが重要である。
管理可能費とは，当該セグメント（管理者）によって短期的に発生額を直接
管理できるもの（重大な影響力をもつもの〉を一般的に意味している。
　図表9，10のように，売上高から変動費（変動売上原価と変動販売費）を
控除して，限界利益（marginal　profit）を算定する。限界利益は，各セグメ
ントの現場担当者等の第一義的な業績を評価でき，最も基本的な採算を検討
できる。
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　　　　　　　　　　図表9　費用区分と各種利益概念
　　　　　　　費用区分　　　　　　　　　　　　　売上高　利益概念
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　←貢献利益
　　　　　　　　　　共通費
　　　　　　　　　　本社費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　←一全体利益
　　　　　　　　　図表10　セグメント別営業損益計算書
　　　　　　　　　Aセグメント　Bセグメント　Cセグメント　計　消去
売上高
　外部売上高　　　　　　　X　X　　　　　X　X　　　　　X　X　　X　X
　セグメント問売上高　　　X　X　　　　　X　X　　　　　X　X　　X　X　X　X
　　　　　　　　　　　X　X　　　　　　　　　X　X
連結
X　X
X　X
計
変動費
　変動売上原価
　変動販売費
　　　計
　限界利益
管理可能費
　管理．可能利益
管理不能費
　貢献利益
共通費
本社費
　営業利益
X　X
X　X
XX　　XX　XX　XX
? X　X　　　X　X　　　X　X
X　X　　　X　X　　　X　X
X　X X　X XX　　XX　XX　XX
X　X
X　X
? X　X　　　　　X　X　　　X　X　　　　　X
X　X　　　　X　X　　　X　X　　　　X
?? X　X
X　X
XX　　XX　XX　XX
XX　　XX　XX　XX
X　X
X　X
X　X
X　X
X　X
X　X
XX　　XX　XX　XX
XX　　XX　XX　XX
XX　　XX　XX　XX
X　X X　X XX　　XX　XX　XX
　限界利益から管理可能費を控除して，　（短期）管理可能利益（controllable
profit）を算定する。管理可能利益は，各セグメントによって短期的に管理
可能な業績の評価基準である。
　管理可能利益から管理不能費を控除して，貢献利益（contribution　profit）
を算定する。貢献利益は，各セグメントを総合的に評価する場合の基準であ
る。
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　貢献利益から共通費と本社費を控除して，全体（純）利益（net　profit〉
を算定する。全体利益は，企業全体の最終的な業績を評価するための基準で
ある。
　共通費（common　cost）とは，2以上のセグメントに共通的に発生するも
ので，各セグメント別に直接把握計上することができない費用である。
　セグメント別計画を策定するには，事前に計画体系，計画期間，様式，処
理・手続基準を統一し，できる限り各セグメントの計画策定方法についても
統一しておいた方が便利であろう。
　セグメント別計画策定において，企業グループ全体と各セグメント間で著
しい不一致が生じた場合には，セグメント別戦略の見直しを求めることにな
る。
4　セグメント別予算
　セグメント別計画に基づいてセグメント別予算が策定される。企業グルー
プ全体予算と各セグメント別の予算との関連性，編成プロセスは，セグメン
ト別戦略・計画と同様の方法で考えられるので，図表8を参照すればある程
度は理解できるであろう。
　セグメント別予算は，セグメント別計画よりも更に具体的で，系統的な計
量化を試みる必要性がある。そこで，各セグメント別の損益予算，資金予算，
貸借対照表予算が作成される。実践の統制基準となるものであるから，年問
計，半年計だけでなく，月別に分割設定することが管理上必要である。月次
の相殺消去処理が手続上大変であれば，セグメント間取引が表示上把握でき
るようにする簡便法でも許容されるであろう。
　セグメント別計画よりも，表示項目をより詳細に設定し，日々の統制が可
能なように実践的に策定されなければならない。そして，セグメント別計画
の策定と同様に，事前に予算体系，予算期問，様式，処理・手続基準を統一
し，できる限り各セグメントの予算策定方法についても統一しておいた方が
便利であろう。
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　セグメント別予算策定において，企業グループ全体と各セグメント間で著
しい不一致が生じた場合には，セグメント別計画の見直しを求めることにな
る。以上のように，セグメント別戦略セグメント別計画，そしてセグメン
ト別予算は，S　P　Bシステムとして相互交流的に調和され，最終的には整合
されたセグメント別S　P　Bシステムが構築され，このようにして各セグメン
ト間の調和が達成される。これによってS　P　B　Sは，セグメント別の基本的
な管理手法として機能することができる。
　S　P　B　Sは，企業グループ全体の管理手法であり，かつ各セグメント別の
管理手法ともなる。すなわち，S　P　B　Sを構築することによって，各種の組
織形態の管理に応用可能となろう。
】V　結びに代えて
　戦略会計論（Strategy　Accounting）の中核をなすであろうS　P　B　Sのフレー
ムワークを考察する一貫として，本稿では主にセグメント別S　P　B　Sに関し
て論じてきた。
　最初に，外部報告と内部報告の関連性をより重視しなければならないこと
を指摘したい。セグメント情報制度化がセグメント別情報システムの見直し，
充実への重大なインパクトを及ぼしている。セグメント別S　P　B　Sを構築す
るにも，外部報告を十二分に意識して，できる限り同一的に情報作成が可能
なように配慮した方が便利であろう。そして最終的には，企業側からのより
積極的な情報開示ができるような環境造りもしていかなければならない。
　第二に，セグメント別S　P　B　Sにおいては，どのようにセグメンテーショ
ンをするかという重要課題がある。一般論として理論化するのは非常に難問
であり，それぞれの企業に最も適した方法を選択せざるをえないと思われる。
しかしながら，企業状況を各種の観点から整理し，ある程度の体系化，明確
化は可能であろう。
　第三に，営業費用をどのように配分するかという重要課題がある。できる
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限り，各セグメントに直課出来るような（共通費・本社費の個別費化）シス
テムを構築することである。配賦額の相対的割合が重要でなくなれば，配賦
しようが，配賦しなくてもほとんど影響が生じなくなる。配賦の妥当性を論
述するよりも，配賦額そのものを少なくするように工夫することも考えられ
る。
　最後に，セグメント別S　P　B　Sのフレームワークについては，企業グルー
プのS　P　B　Sと基本的に同一のパラダイム下にあることを論述した。図表7
のように，規模拡大，多角化，国際化等が進展することによって，企業グルー
プ全体と各メンバー企業を直接的に結びつけることが難しくなり，その中間
にセグメントを媒介として連鎖させることになる。企業グループ全体のS　P
B　Sが構築できるとセグメント別S　P　B　Sの構築もかなり容易になるであろ
うが，特に両者の統合，調整が最も時間のかかる，しかも多くのコンフリク
トが生じる困難なプロセスを伴う。そこで，公式，非公式の多くのコミュニ
ケーションを中心とした繰り返される一連の連鎖プロセスをできる限り整備
することが，肝要ではないだろうか。
　S　P　B　S構築の必要性と有用性は，かなりはっきりとしてきたが，より明
確に，より具体的に，しかもより論理的に検討することがまだ残されている。
　［注］
1）戦略・計画・予算に関しては，
　拙稿「戦略予算構想」『白鴎大学論集』白鴎大学，第5巻第1号，1990年7月，175
　－203頁参照。
2）セグメント別情報の制度化に関しては，
　柳隆次他著『セグメント情報開示の実務指針』商事法務研究会，1990年。
　監査法人トーマツ編『セグメント情報の会計実務　第2版』中央経済社，1992年参照。
3）諸外国等のセグメント別情報の制度化に関しては，
　末尾一秋編著『セグメント会計』同文舘，1987年。
　柳隆次他著前掲書。
　監査法人トーマツ編前掲書参照。
4）大蔵省は，1993年4月開始決算期から，所在地別損益の開示を義務づける方針を決め
　た。所在地別も「日本」「米国」「欧州」などに分ける可能性もある。
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　　照。
6）1991年3月期決算上場企業に対する商事法務研究会のアンケート調査によれば，セグ
　　メントの決定要素としては，市場および販売方法の類似性を考慮した会社が36．2％と
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　　　伊藤邦雄他著　『セグメント情報の開示実態』商事法務研究会，1992年，154頁参
　　照。
7）新日本製鐡は，経営戦略上のグループ各社の位置づけを明確に再整理したうえで，今
　　後の複合経営の管理単位としての基盤を整備した。すなわち，「製鉄」「化学・非鉄
　　金属・セラミックス」「エンジニァリング」「エレクトロニクス・情報通信」「不動
　　産」「運輸」「サービス・その他」の7つのセグメントを設定し，これらを連結セグ
　　メント管理体系の基本ユニットとして明確に位置づけたものである。
　　　セグメント情報の開示においては，エレクトロニクス・情報通信，不動産，運輸，
　　サービス・その他を一括して「その他の事業」として公表している。
　　　中西隆夫稿「複合経営推進下における会計管理技法一新日鐡の実例」『企業会計』
　　中央経済社，1991年！1月号，54頁。
　　　第67期新日本製鐵営業報告参照。
　　　　　　管　理　単　位　　　　　　新中期総合計画　　　開示セグメント
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（94／3計画）
　　　1　製　鉄　　　　　　　　　　　　　　製鉄事業　　　　　　製鉄事業
　　　2　化学・非鉄金属・セラミックスー化学事業　　　　　　化学事業
　　　3　エンジニアリングーエンジニアリング事業一エンジニアリング事業
　　　4
　　　5　不動産　　　　　　　　　　　　　E　I・新素材事業一その他の事業
　　　6　運　輸
　　　7　サービス
8）セグメント別組織は一般的に縦割り組織であるため，重複投資などの問題点が最近指
　　摘され，必要に応じて横断的なプロジェクトチームや，総合的な関連統括部門を設置
　　する動向がみられる。このようにリストラによって，企業セグメントは大幅な見直し
　　をせまられている。
9）日本公認会計士協会「セグメント情報に関する会計手法について（中間報告）」1989
　　年11月7日及び同解説参照。
10）Financial　Accounting　Standar（is　Boards，　“Financial　Reporting　for　Segements　of　a
　　Businss　Enterprise，”Statement　of　Financial　Accounting　Standards　No．14，Dec．1976。
　　日本公認会計士協会国際委員会訳　『米国F　A　S　B財務会計基準書リース会計・セグ
トロークス・情報通信
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　　メント会計他』同文舘，1985年参照。
11）西澤脩稿「社内分社制による本社・事業部門の利益管理」『企業会計』中央経済社，
　　1991年11月号，18－25頁参照。
12）西澤脩は，「本社の全社管理部門と事業部の管理部には，社内振替収益を計上する余
　　地はないので，原価中心点（cost　center）として原価管理を行うにとどめる。」と述
　　べている。
　　　西澤脩稿「社内会社制による部門管理」『企業会計』中央経済社，1989年5月号，
　　6－8頁。
13）共通費，本社費を各セグメントにできる限り直課するには，費用測定の初期段階で各
　　セグメントに割当てることも考えられる。これは，配賦かもしれないが，合計額を最
　　終的に各セグメントに割当てることとは区別されよう。広告費に関して簡単に説明し
　　てみよう。例えばA，B，Cセグメントに共通する広告費が発生した場合を考えてみ
　　る。共通広告費が各セグメントにどれだけの影響を及ぼすのかの割合等で負担させる
　　のである。企業全体の（企業イメージ向上）広告費が発生した場合には，発生段階で
　　例えば各セグメントの負担能力割合等で負担させる。本質的な配賦上の問題は内在し
　　ているが，最終的な業績結果に基づく恣意性は多少防げるのではないだろうか。
14）企業グループのS　P　Bに関しては，
　　拙稿「企業グループの戦略・計画・予算」『白鴎大学論集』白鴎大学，第6巻第2号，
　　1992年3月，157－182頁参照。
15）鹿島は1991年4月，従来の建設総事業本部のほかに設計・エンジニアリング総事業本
　　部，開発総事業本部，新事業開発本部を設置，それぞれ平等に位置付ける四本部制を
　　導入した。これを強化するために，1992年には4本部ごとの意思決定機関として「経
　　営会議」を設けた。各総事業本部が直接処理すべき案件については，経営判断に関与
　　する人員を絞り込み事業運営をスムーズにする。総事業本部の権限を拡大，独立性を
　　強めて将来の分社化の布石とする考えである。
　　　日経産業新聞1992年2月7日付。
16）企業グループ（全体）と各セグメント（個）の関連については，ホロニックマネジメ
　　ント思考が参考になるであろう。ギリシャ語のホロン（H　O　L　O　N）は「個」という
　　意味で，もともと肺とか，すい臓，肝臓という個々の機能を意味する生物用語である。
　　ホロース（H　O　L　O　S）は「全体」という意味で，個々の機能を連結させて一体とな
　　り，全体を統合させることを意味している。ホロンの形容詞である，「ホロニック」
　　は，個を尊重すると同時に，全体的な機能統合を達成しようとするものである。この
　　ように，企業グループと各セグメントの関連は，ホロニックとなることを理想とする
　　のである。これを達成する具体的な手法がS　P　B　Sにほかならない。各セグメントの
　　遠心力を尊重しながら，S　P　B　Sを中核として企業グループとしての求心力をも持続
　　させるのである。
17）通商産業省の答申によれば，事業部における売上高から変動費を差引き売上差益を求
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め，更に管理可能固定費を差引き管理可能利益を求め，更に事業部所属のその他の固
定費を差引き事業部利益を求め，更に事業部外の費用を差引き純利益を求める様式で
ある。
　通商産業省産業合理化審議会管理部会答申「事業部制による利益管理」1960年9月
参照。
　これに関しては，瀧野隆永は費用区分上の問題点を指摘している。
　瀧野隆永稿「部門別財産の実態価値ならびに部門貢献価値の認識と測定」『会計』
森山書店，1972年3月号，52頁参照。
　　　主要参考文献
青木茂男著　　『利益計画』　春秋社，1965年。
　　　　　『部門別業績管理会計』　国元書房，1973年。
　　　　　『事業部制会計』　税務経理協会，1979年。
　　　　　木内佳市編　　『利益管理の診断』　同友館，1975年。
浅田孝幸・田川克生著　『経営ロジックベース・システム入門』　中央経済社，1991年。
浅羽二郎著　『管理会計論の基調』　文眞堂，1991年。
伊藤進著　『セグメント管理会計』　中央経済社，1992年。
伊藤邦雄他著　『セグメント情報の開示実態』　商事法務研究会，1992年。
今西伸二著　『事業部制の解明』　マネジメント社，1988年。
　　　代表　『事業部制の実際』　マネジメント社，1991年。
占部都美著　『事業部制と利益管理』　白桃書房，1969年。
岡本康雄・小林孝雄編　『企業行動の分析と課題』　日本経済新聞社，1985年。
岸田輝態編　『経営の多角化戦略』　東洋経済新報社，1977年。
神戸大学会計学研究室編　　『管理会計ハンドブック』　中央経済社，1969年。
監査法人トーマツ編　『セグメント情報の会計実務　第2版』　中央経済社．1992年。
経済同友会編　『多元化時代と企業経営』　鹿島研究所出版会，1972年。
小林哲夫・坂手恭介編　『情報システムと組織変革』　同文舘，1992年。
櫻井通晴著　『企業環境の変化と管理会計』　同文舘，1991年。
柴川林也・高柳暁編著　『企業経営の国際化戦略』　同文舘，1987年。
末尾一秋編著　　『セグメント会計』　同文舘，1987年。
武田隆二編　『企業パラダイムと情報システム』　税務経理協会，1991年。
田中隆雄編著　『現代の管理会計システム』　中央経済社，1991年。
谷　武幸著　『事業部業績管理会計の基礎』　国元書房，1983年。
　　　　　『事業部業績の測定と管理』　税務経理協会，1987年。
徳永重良他著　『日本企業・世界戦略と実践』　同文舘，1991年。
中村常次郎編著　　『事業部制一組織と運営』　春秋社，1966年。
日本生産性本部編　　『日本の多角化経営の現状』　白桃書房，1974年。
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野村総合研究所編　『共生の戦略』　野村総合研究所，1992年。
日比宗平著　　『部門別業績評価の実際』　日本生産性本部，1987年。
伏見多美雄著　『経営の戦略管理会計』　中央経済社，1992年・
古川栄一他著　　『事業部制のすすめ方』　経林書房，1960年。
星野優太著　　『企業戦略と会計晴報システム』　多賀出版，1992年。
村松司叙著　『多角化企業論』　槙書店，1979年。
門田安弘著　『自動車企業のコスト・マネジメント』　同文舘，1991年。
矢野俊介著　　『経営組織実証研究』　白桃書房，1982年。
柳隆次他著　『セグメント情報開示の実務指針』　商事法務研究会，1990年。
山口操・藤森三男編著　『企業成長の理論』　千倉書房，1992年。
吉原英樹他著　　『日本企業の多角化戦略』　日本経済新聞社，1981年。
吉村文雄著　　『組織の管理会計』　高文堂出版社，1992年。
ウィリアムソン　O。E．著，岡本康雄・高宮誠共訳　『現代企業の組織革新と企業行動』
　丸善，1975年。
　　　　，浅沼萬里・岩崎晃訳　『市場と企業組織』　日本評論社，1980年。
シリングロー　G．著，中西寅雄監修　『経営原価会計』　日本生産性本部，1970年。
デイキシット　A．K．・ネイルバフ　B．J．著，菅野隆・嶋津祐一訳　　『戦略的思考とは
　何か』　TBSブリタニカ，1991年。
ティース　D．J．編著，石井淳蔵他訳　『競争への挑戦』　白桃書房，1988年。
ディーン　B．V．・キャシディ　」．C．編，宮川公男監訳　『最新　戦略経営の実践』
　日本能率協会マネジメントセンター，1991年。
バタラッコ　J．L．著，中村元一・黒田哲彦訳　『知識の連鎖』　ダイヤモンド社，1991
　年。
ルメルト　R．P．著，鳥羽欽一郎他訳　『多角化戦略と経済成果』　東洋経済新報社，19
　77年。
Henry，　J．，Ed．，　C紹αあ”6ハ払απα86欝6％ち　Sage，　1991．
McF段rland，W．B．，C傭ゆ3Fo7Mαπα8幽召箆渉且o倣π伽8N．A．A．，1966．
　染谷恭次郎監訳　「管理会計の基礎」　日本生産性本部，1967年。
Solomons，D．，Dτ擁s歪伽α王Pθゆγ形伽06；Mεαs％惚％6魏伽4C伽吻乙Irwin，1965．
Sweeny，H．W．A．＆Rachlin，R．，伽擁わoo彦げβ％486伽8Second　Ed．，John　Wiley＆Sons，
　1987．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1992．10．31）
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